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報 告 番 号 ※ 乙第21号
学 位 の 種 類　　 博士(経 済学)　　氏名　　　小谷　健一郎
学位授与の要件　　　学位規則第4条 第2項 該当者授与年月日　　　平成26年3月25日
学 位 論 文 の 　 地方型アパレル産業の形成 と発展――産地企業の協調と競争・組織能力
題　　　　　名
　　　　　　　　　 小谷健一郎の博士学位請求論文は、主に経営史的事例研究の方法によって岐阜
　　　　　　　　 アパ レル産業を分析 しよ うとするものである。本論文は、① 「地方型アパレル産
　　　　　　　　 業」のあり方について初めて本格的 ・体系的に考察 した、独創性の高い研究であ
　　　　　　　　　る。また、②産地 レベルと企業 レベル とを統一的 ・複眼的に分析す る枠組みを構
　　　　　　　　 築 し、課題 をよく解明 している点、③オー ソドックスな経営史的手法により良質
　　　　　　　　 な事例研究がなされている点などを高 く評価できる。
結 果 の 要 旨 　最終試験 は2014年3月3日(月)午 後1時30分 よ り1時 間に わた り
、第
　　　　　　　　　1会 議室において公開で実施 された。
お よ び そ の　　　最終試験実施委員3名 は
、本論文が、小谷健一郎が独創的研究によって新領域
　　　　　　　　　を開拓 し、従来の学術水準に新 しい知見を加 え、文化の進展に寄与するとともに、
担 当 者 氏 名　 専攻の学問分野において研究指導す る能力を有することを証す るに十分である
　　　　　　　　　ことを認め、博士(経 済学)の 学位に値するとの判断で一致 した。
　　　　　　　　
学位 論 文審 査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名　　　称 審 査 委 員 会
機 関 の 名 称　　　　　　　　　　組 織 論文審査委員3人(主 査1人
、副査2人)







　 報　告　番　号　　乙第　　21　 　　 号　※　　　氏　名　　　小 谷　健一郎
最 終 試 験 担 当 者
　地方型アパ レル産業の形成 と発展　　産地企業の協調 と競争 ・組織能力
　 (論文審査の結果の要旨)
　小谷健一郎の課程博士学位請求論文は、主に経営史的事例研究の方法によって岐阜アパレル産業を
分析 しようとす るものであ り、量販店向けコモディテ ィ衣料品に特化 した 「地方型アパ レル産業」の
あ り方について初めて本格的 ・体系的に考察 した、独創性の高い研究である。






第5章 　ラブ リークイー ン株式会社の経営発展
終章　結論 と今後の課題
　序章では、まず本論文の2つ の課題、すなわち、①高度成長期における岐阜アパ レル産業の成長要
因の探求、②1990年 代までの岐阜アパ レル上位企業の競争優位 を構成する企業特殊的要因 と産地
特殊的要因 との関連の探求、が示され る。次いで、経営史 ・マーケティングなどの分野でアパ レル産
業を扱った先行研究をレビュー し、それ らが百貨店向けブラン ド衣料品に特化 した 「都市型アパ レル
産業」に偏重 していると批判する。続いて地域産業 ・産業集積 に関する先行研究 をレビュー し、
Saxenian(1994)の 「地域産業システム」概念をベース とし、①初期条件 としての立地特性、②産業
集積内の調整メカニズム、③個別企業の競争戦略か らなる本論文の分析枠組みを提示する。
　 第1章 では、1960～1990年 代の全国および岐阜のアパ レル産業(衣 料品製造 ・卸売業)に
ついて、各種統計によって概観する。繊維産地 としての岐阜は戦後突然に出現 し、量販店の成長 と軌
を一に して短期間の うちに東京、大阪に次ぐ第三の巨大産地へ と成長 した。半面、1980年 代後半
以降、東京 ・大阪産地よりも早 く、かつ深 く斜陽化 した。
　 第2章 では、岐阜産地の創出の経緯 と、高度成長期における産地単位の競争力の源泉 として地域内
の同業者活動が考察 されている。この局面では、岐阜産地全体の成長 と、そこに拠点をお く個別企業
の成長 とが並行 した。本論文ではこれを｢地 域ネ ッ トワーク型産業発展」と名付けている。
　　　　　　　　　　 (名古屋市立大学大学院経済学研究科)(書 ききれない場合はNo.2へ)　 No.1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付番号乙第　21　 号
　　　　　　　　　　　　論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　および担当者
　第3～5章 は対象期間を通 じて上位 にある岐阜アパ レル企業3社 を順に取 り上げた事例研究であ




リー クイーン社はブラックフォーマルを主力 とした。岐阜産地全体は1980年 代後半以降、縮小局
面に入 り、産地の成長 とそこに拠点をお く個別企業の成長 とが必ず しも並行 しなくなる。本論文では
そ うしたもとでの企業群の成長を 「個別企業型産業発展」と名付けている。早くからの各社の選択と
集中が、産地縮小局面においても各社 の強み として継続 していることが示唆 され る。
　終章はまとめである。
　なお、第2章 は既発表査読付 き論文(「 衣料品流通 と岐阜繊維問屋街」 日本流通学会 『流通』第3
3号 、2013年)を べ一スとしてお り、序章 ・第1章 ・第5章 のもとになる論文が投稿中(201
4年1月 現在、査読第2ラ ウン ド)で ある。
　本論文の意義は次のような点に求められる。
　まず第一に、量販店向けコモデ ィティ衣料品に特化 した 「地方型アパ レル産業」という概念によっ
て、従来のアパレル産業研究が等閑視 してきた研究対象に光を当て、本格的な研究の緒につけたこと
である。アパ レル産業は、かつて基幹産業であった繊維産業を土台に して成立し、また現代の高度大
衆消費社会を象徴する産業であることか ら、経済史 ・経営史、商業論、マーケティング論な どの分野
でさかんに研究されてきたが、そこでのアパ レルメーカー とは、百貨店向けブラン ド衣料品に特化 し
た企画卸企業(い わゆる大手アパ レルメーカー、小谷の言 う 「都市型アパ レル企業」)、または専門量
販店が川上に進出 した製造小売企業(SPA)に 偏重 していた。 しかし実際には高度成長期以来、百貨
店販路にまさるとも劣 らない規模の総合量販店(GMS)販 路の衣料品 流通が存在 していたのであり、
そこに製品を卸すアパ レル企業は 「都市型アパ レル企業」とは体系的に違っている。半面、地域経済
論の分野では従来か ら縫製業を中心 とする繊維関連産業集積に関する実証研究が蓄積されているが、
それ らの現場を組織 し市場へ とつなぐバ リューチェーン経営の視点は希薄であった。小谷の研究はこ
のよ うな 「忘れ られた」、「もうひとつの」アパレル産業を再発見するものであり、独創性の高いもの
である。そ こで得 られた知見は、時代や国 ・地域 を拡張 した広い文脈において参照 されるべきものと
なるであろ う。
　 第二に、本論文では産地 レベル と企業 レベル との包括的な分析が試みられている。アパレル産業の
ように同業者および支援産業の集積 ・ネ ットワークに依存する度合いの強い産業では、このような2
つのレベルの競争 を統一的 ・複眼的に分析す ることが不可欠である。著者は前述の 「2つの課題」に
対 して、1)岐 阜産地の立地上 、消費動向を機敏に とらえてファッション性によって差別化するう
えで東京 ・大阪よりも劣位にあるもとで、量販店向けコモデ ィティ衣料品の大量生産 とい う方向付け
がなされ、それを前提 とした同業者活動がみ られたこと、2)1970年 代以後、産地主体の競争が




　　　　　　　　　　　　論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 および担当者
後 も持続的に競争力 をもっていることを明 らかに し、おおむねよく課題を解明 している。事例研究が
3社 分含まれていることも、岐阜産地企業の一般的な傾向と、企業別の個別事情 との関連を主張する
うえで効果的である。この分析にあたり、産業集積に関する多数の文献のレビューにもとづいて独自
の分析枠組み(前 述)を 構築 している点も高く評価できる。
　第三に、本論文第3～5章 は良質な経営史的事例研究 となっている。代表的な岐阜アパ レル企業3
社を取 り上げ、社史、業界紙等の公表資料のほか、インタビューにもとづいてそれらの経営発展の過




健一郎が 「独創的研究によって新領域を開拓 し、従来の学術水準に新 しい知見を加え、文化の進展に
寄与するとともに、専攻の学問分野において研究指導する能力を有することを証す る」(「博士の学位
に関す る関係諸規定等について」平成14年6月25日)に 十分であると認め、博士(経 済学)の 学
位に値す るとの判断で最終試験担 当者一同 は一致 した。
　　　　　　　　　　　　 (名古屋市立大学大学院経済学研究科)　　　　　　　　　　　　　 No.3
　　　　　　　　　　　　学力確保のための試問の結果
　乙 第21号 　 　 　 　 　 　 氏名 　小谷 健一郎









　　　　　　　　　　　　　　　　 副査 　井 上 泰 夫
　　　　　　　　　　　　　　　　副査 木谷 名都子
